
原子力規制委員会

原子力規制庁

緊急事案対策室長 殿

「核燃料サイクルエ学研究所原子力事業者防災業務計画」の読み替えに

ついて(連絡)

30康幾(り例ⅨH

平成30年4月6日

平成30年1月22日付けで提出しました「国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構核燃料サイクルエ学研究所原子力事業者防災業務計画」につきまし

て、平成30年4月1日付け組織名称変更、人事異動等に伴い、同日から読み

替えが必要となりました。

本件は、「原子力事業者防災業務計画の確認に係る視点等について(規程)」

に基づく軽易な変更の扱いとして、次回修正までの期間、添付資料のとおり読

み替えることにより運用いたしますのでご連絡申し上げます。

国立研究開発法人日本原構

核燃料サイクルエ学研

所長三浦信

添付資料

・「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構核燃料サイクルエ学研究所原子

力事業者防災業務計画」読み替え表

以上
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原子力事業者防災業務計画 

読み替え表 
(20171027協議開始後の修正) 

 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

 

平成 30年 4月 6日 

修正協議 
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読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え） 理  由 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

 

 

原子力事業者防災業務計画 

 
 

 
 

 

 

平成 30年 1月 22日 

（平成 30年 4月 1日読み替え） 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

 

 

原子力事業者防災業務計画 

 
 

 
 

 

 

平成 30年 1月 22日 

（平成 30年 4月 1日読み替え） 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修正日の変更 

 

読み替え日の追記 
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読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え） 理  由 

 

 

 

 

 

（23）原子力事業所災害対策支援拠点 

原子力事業所災害対策の実施を支援するための原子力事業所の周辺の拠点となる原

子力科学研究所及び大洗研究開発センターをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他の原子力防災資機材の整備 

(1) 原子力防災管理者は、その他の原子力防災資機材として別表－７に定める資機材

を確保するとともに、定期的に保守点検を行い、不具合が認められた場合は、速や

かに修理する。 

(2) 原子力防災管理者は、原災法第２６条第３項の規定に基づき、国、地方公共団体

等への貸与資機材について、機構内の他事業所（原子力科学研究所、大洗研究開発

センター）と連携して必要数を確保する。なお、不足の際は、機構対策本部長に要

請して確保する。 

 

４．機構本部におけるその他の原子力防災資機材の整備 

安全・核セキュリティ統括部長は、別表－８に定める機構対策本部のその他の原子力

防災資機材を確保するとともに、定期点検を行い、不具合が認められた場合は、速やか

に修理する。 

 

５．原子力事業所災害対策支援拠点におけるその他の原子力防災資機材の整備 

原子力事業所災害対策支援拠点となる原子力科学研究所及び大洗研究開発センターの

原子力防災管理者は、別表－９に定めるその他の原子力防災資機材を確保するととも

に、定期点検を行い、不具合が認められた場合は、速やかに修理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（23）原子力事業所災害対策支援拠点 

原子力事業所災害対策の実施を支援するための原子力事業所の周辺の拠点となる原

子力科学研究所及び大洗研究所をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他の原子力防災資機材の整備 

(1) 原子力防災管理者は、その他の原子力防災資機材として別表－７に定める資機材

を確保するとともに、定期的に保守点検を行い、不具合が認められた場合は、速や

かに修理する。 

(2) 原子力防災管理者は、原災法第２６条第３項の規定に基づき、国、地方公共団体

等への貸与資機材について、機構内の他事業所（原子力科学研究所、大洗研究所）

と連携して必要数を確保する。なお、不足の際は、機構対策本部長に要請して確保

する。 

 

４．機構本部におけるその他の原子力防災資機材の整備 

安全・核セキュリティ統括部長は、別表－８に定める機構対策本部のその他の原子力

防災資機材を確保するとともに、定期点検を行い、不具合が認められた場合は、速やか

に修理する。 

 

５．原子力事業所災害対策支援拠点におけるその他の原子力防災資機材の整備 

原子力事業所災害対策支援拠点となる原子力科学研究所及び大洗研究所の原子力防災

管理者は、別表－９に定めるその他の原子力防災資機材を確保するとともに、定期点検

を行い、不具合が認められた場合は、速やかに修理する。 

 

 

 

 

 

 

 

○第 1章 総則 

 

○第１節 

 

 

 

組織名称変更 

 

 

 

 

 

 

○第２節 

 

 

 

 

 

組織名称変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織名称変更 

 

 

第１章 第１節          読み替えなし 
第１章 第２節（1）～（22）   読み替えなし 

第１章 第２節（24）～（26）   読み替えなし 
第１章 第３節 ～ 第５節     読み替えなし 
第２章 第１節 ～ 第２節     読み替えなし 
第２章 第３節 １．～ ２．    読み替えなし 

 
以下、本文読み替えなし 



理　　由

読み替え日の追記

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

原子力事業者防災業務計画 

（図・表・様式集） 

平成 30年 1月 22 日 

（平成 30年 4月 1日読み替え） 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 

原子力事業者防災業務計画 

（図・表・様式集） 

平成 30 年 1 月 22 日 

（平成 29 年 4 月 1 日読み替え） 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

核燃料サイクル工学研究所 



理　　由

内閣府（内閣総理大臣） 内閣府（内閣総理大臣）

内閣府 政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付 内閣府 政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総括担当）付

内閣官房（内閣情報集約センター） 内閣官房（内閣情報集約センター）

内閣官房（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付） 内閣官房（内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付）
原子力災害現地対策本部（茨城県原子力オフサイトセンター内） 原子力災害現地対策本部（茨城県原子力オフサイトセンター内）
茨城県原子力オフサイトセンター 茨城県原子力オフサイトセンター
原子力緊急時支援・研修センター 原子力緊急時支援・研修センター
文部科学省原子力課 文部科学省原子力課
経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課 経済産業省資源エネルギー庁原子力政策課

原子力規制庁緊急事案対策室（原子力規制委員会） 原子力規制庁緊急事案対策室（原子力規制委員会）

原子力規制庁東海・大洗原子力規制事務所（原子力防災専門官） 原子力規制庁東海・大洗原子力規制事務所（原子力防災専門官）

原子力規制庁東海・大洗原子力規制事務所（上席放射線防災専門官） 原子力規制庁東海・大洗原子力規制事務所（上席放射線防災専門官）

総務省消防庁応急対策室 総務省消防庁応急対策室
総務省消防庁宿直室 総務省消防庁宿直室
厚生労働省水戸労働基準監督署　 厚生労働省水戸労働基準監督署　
厚生労働省茨城労働局 厚生労働省茨城労働局
国土交通省（大臣官房参事官付） 国土交通省（大臣官房参事官付）
国土交通省自動車局環境政策課（陸上輸送時） 国土交通省自動車局環境政策課（陸上輸送時）
国土交通省海事局検査測度課（海上輸送時） 国土交通省海事局検査測度課（海上輸送時）
国土交通省航空局安全部運航安全課（航空輸送時） 国土交通省航空局安全部運航安全課（航空輸送時）

茨城県生活環境部防災・危機管理局原子力安全対策課 茨城県防災・危機管理部原子力安全対策課
茨城県生活環境部防災・危機管理局防災・危機管理課 茨城県防災・危機管理部防災・危機管理課
東海村村民生活部防災原子力安全課 東海村村民生活部防災原子力安全課
ひたちなか市市民生活部生活安全課 ひたちなか市市民生活部生活安全課
日立市総務部生活安全課 日立市総務部生活安全課
那珂市市民生活部防災課 那珂市市民生活部防災課
常陸太田市総務部防災対策課 常陸太田市総務部防災対策課
水戸市市民協働部防災・危機管理課 水戸市市民協働部防災・危機管理課
城里町総務課 城里町総務課

大洗町生活環境課 大洗町生活環境課
常陸大宮市市民生活部安全まちづくり推進課 常陸大宮市市民生活部安全まちづくり推進課
茨城県警察本部警備部警備課 茨城県警察本部警備部警備課
ひたちなか警察署警備課 ひたちなか警察署警備課
東海地区交番 東海地区交番
ひたちなか・東海広域事務組合消防本部通信指令課 ひたちなか・東海広域事務組合消防本部通信指令課
東海消防署 東海消防署
日立市消防本部警防課 日立市消防本部警防課
那珂市消防本部通信司令室 那珂市消防本部通信司令室
茨城沿海地区漁業協同組合連合会 茨城沿海地区漁業協同組合連合会
磯崎漁業協同組合 磯崎漁業協同組合
久慈町漁業協同組合 久慈町漁業協同組合
久慈浜丸小漁業協同組合 久慈浜丸小漁業協同組合
海上保安庁茨城海上保安部警備救難課 海上保安庁茨城海上保安部警備救難課

組織名称変更

注－１： 放射性物質が外部へ放出された場合は、茨城東病院、東京電力株式会社常陸那珂火力発電所並びに
　　　　茨城県港湾課及びその他港湾関係機関へ連絡するものとする。

注－２： 臨界警報が吹鳴した場合は、茨城東病院及び東京電力株式会社常陸那珂火力発電所へ
　　　　連絡するものとする。

別図－３（１）　通報連絡体制（機構外関係機関）

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え）

注－１： 放射性物質が外部へ放出された場合は、茨城東病院、東京電力株式会社常陸那珂火力発電所並びに
　　　　茨城県港湾課及びその他港湾関係機関へ連絡するものとする。

注－２： 臨界警報が吹鳴した場合は、茨城東病院及び東京電力株式会社常陸那珂火力発電所へ
　　　　連絡するものとする。

別図－３（１）　通報連絡体制（機構外関係機関）
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別図－１ ～ 別図－２        読み替えなし 
第１章 第２節（1）～（22）   読み替えなし 

別図－３（２） ～ 別図－６     読み替えなし 
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理　　由

凡例：　　　　　　原子力事業所災害対策支援拠点 凡例：　　　　　　原子力事業所災害対策支援拠点

組織名称変更

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え）

別図－７　原子力事業所災害対策支援拠点の位置 別図－７　原子力事業所災害対策支援拠点の位置

大洗研究所 

核燃料サイクル工学研究所 

原子力科学研究所 

出典：地理院地図 
（電子国土WEB） 

大洗研究開発センター 

核燃料サイクル工学研究所 

原子力科学研究所 

出典：地理院地図 
（電子国土WEB） 

別図－３（２） ～ 別図－６     読み替えなし 

別表－１ ～ 別表－２       読み替えなし 
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理　　由

順位 順位

1 副所長（放射線管理部長） 1 副所長（放射線管理部長）

2 副所長（再処理技術開発センター長） 2 副所長（再処理技術開発センター長）

3 副所長（プルトニウム燃料技術開発センター長） 3 副所長（プルトニウム燃料技術開発センター長）

4 副所長（環境技術開発センター長） 4 副所長（環境技術開発センター長）

5 保安管理部長 5 保安管理部長

6 計画管理室長 6 計画管理室長

7 工務技術部長 7 工務技術部長

8 保安管理部次長 8 保安管理部次長

9 放射線管理部次長 9 放射線管理部次長

10 再処理技術開発センター　副センター長（環境保全部長） 10 再処理技術開発センター　副センター長（施設管理部長）

11 プルトニウム燃料技術開発センター　副センター長 11 プルトニウム燃料技術開発センター　副センター長

12 環境技術開発センター　副センター長（福島技術開発試験部長） 12 環境技術開発センター　副センター長

注）人数、順位については、人事異動又は担当業務の変更に伴い変更される場合がある。 注）人数、順位については、人事異動又は担当業務の変更に伴い変更される場合がある。

測定対象 点検頻度 測定対象 点検頻度 読み替えなし

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

空間線量率 1回/年 空間線量率 1回/年

P ：モニタリングポスト
ST：モニタリングステーション

P8
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P8
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P ：モニタリングポスト
ST：モニタリングステーション

ST1
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h ST1
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

ST5
NaI(低線量率用),10nGy/h～100μGy/h
電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h ST5

NaI(低線量率用),10nGy/h～100μGy/h
電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P6
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P6
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P7
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P7
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P4
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P4
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P5
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P5
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P2
NaI(低線量率用),10nGy/h～100μGy/h
電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P2

NaI(低線量率用),10nGy/h～100μGy/h
電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

P3
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P3
NaI(低線量率用),10nGy/h～10μGy/h

電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

名称 測定器の種類、測定レンジ 名称 測定器の種類、測定レンジ

P1
NaI(低線量率用),10nGy/h～100μGy/h
電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h P1

NaI(低線量率用),10nGy/h～100μGy/h
電離箱(高線量率用),10nGy/h～100mGy/h

H30.4.1付け人事異動
に伴う役職名の記載の
変更

別表－５　放射線測定設備 別表－５　放射線測定設備

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え）

別表－４　原子力防災管理者の代行順位

役　職　名 役　職　名

別表－４　原子力防災管理者の代行順位
別表－１ ～ 別表－２   読み替えなし 

別表－６(1/2) ～ 別表－７     読み替えなし 

3



理　　由

別表－８　機構対策本部のその他の原子力防災資機材 別表－８　機構対策本部のその他の原子力防災資機材
読み替えなし

別表－９　原子力事業所災害対策支援拠点のその他の原子力防災資機材 別表－９　原子力事業所災害対策支援拠点のその他の原子力防災資機材

（原子力科学研究所） （原子力科学研究所）
読み替えなし

（大洗研究開発センター） （大洗研究所）

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え）

組織名称変更

 

分類 名称 数量 点検頻度 保管場所 

非常用通信機器 

電話回線 6回線 - 本部緊急時対策室 
機構内電話 4回線 1 回／年 本部緊急時対策室 
ファクシミリ 2台 1 回／年 本部緊急時対策室 
衛星携帯電話 1台 1 回／年 本部緊急時対策室 

統合原子力防災ネッ

トワーク用通信機器

（地上系／衛星系） 

テレビ会議システム※1 1台 1 回／年 本部緊急時対策室 
ﾌｧｸｼﾐﾘ（地上回線、衛星回線） 1台 1 回／年 本部緊急時対策室 
IP電話（地上回線、衛星回線） 各1台 1 回／年 本部緊急時対策室 

その他資機材 

非常用食料（7日分） 660食 1 回／年 本部安全管理棟 1階 
非常用ディーゼル発電機 1台 1 回／年 本部安全管理棟 1階 
燃料（重油） 約16800ℓ 1 回／年 地下タンク 

※１：定期的な接続確認は、あらかじめ定めるところによる。 

 

分類 名称 数量 点検頻度 保管場所 

放射線障害防護

用器具 

汚染防護服 10着 1 回／年 原子力科学研究所内 
呼吸用ﾎﾞﾝﾍﾞ付き一体型防護ﾏｽｸ 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 
フィルター付き防護マスク 10個 1 回／年 原子力科学研究所内 

非常用通信機器 携帯電話 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 

計測器等 

表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（α） 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 
表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（β） 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 

ガンマ線測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 
※：必要な食料及び飲料水は、小売店からの調達等により確保する。 

分類 名称 数量 点検頻度 保管場所 

放射線障害防護

用器具 

汚染防護服 10着 1 回／年 大洗研究所内 
呼吸用ﾎﾞﾝﾍﾞ付き一体型防護ﾏｽｸ 1台 1 回／年 大洗研究所内 
フィルター付き防護マスク 10個 1 回／年 大洗研究所内 

非常用通信機器 携帯電話 1台 1 回／年 大洗研究所内 

計測器等 

表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（α） 1台 1 回／年 大洗研究所内 
表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（β） 1台 1 回／年 大洗研究所内 
ガンマ線測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 1台 1 回／年 大洗研究所内 

※：必要な食料及び飲料水は、小売店からの調達等により確保する。 

 

分類 名称 数量 点検頻度 保管場所 

非常用通信機器 

電話回線 6回線 - 本部緊急時対策室 
機構内電話 4回線 1 回／年 本部緊急時対策室 
ファクシミリ 2台 1 回／年 本部緊急時対策室 
衛星携帯電話 1台 1 回／年 本部緊急時対策室 

統合原子力防災ネッ

トワーク用通信機器

（地上系／衛星系） 

テレビ会議システム※1 1台 1 回／年 本部緊急時対策室 
ﾌｧｸｼﾐﾘ（地上回線、衛星回線） 1台 1 回／年 本部緊急時対策室 
IP電話（地上回線、衛星回線） 各1台 1 回／年 本部緊急時対策室 

その他資機材 

非常用食料（7日分） 660食 1 回／年 本部安全管理棟 1 階 
非常用ディーゼル発電機 1台 1 回／年 本部安全管理棟 1 階 
燃料（重油） 約16800ℓ 1 回／年 地下タンク 

※１：定期的な接続確認は、あらかじめ定めるところによる。 

 

分類 名称 数量 点検頻度 保管場所 

放射線障害防護

用器具 

汚染防護服 10着 1 回／年 原子力科学研究所内 
呼吸用ﾎﾞﾝﾍﾞ付き一体型防護ﾏｽｸ 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 
フィルター付き防護マスク 10個 1 回／年 原子力科学研究所内 

非常用通信機器 携帯電話 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 

計測器等 

表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（α） 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 
表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（β） 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 

ガンマ線測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 1台 1 回／年 原子力科学研究所内 
※：必要な食料及び飲料水は、小売店からの調達等により確保する。 

分類 名称 数量 点検頻度 保管場所 

放射線障害防護

用器具 

汚染防護服 10着 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 
呼吸用ﾎﾞﾝﾍﾞ付き一体型防護ﾏｽｸ 1台 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 
フィルター付き防護マスク 10個 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 

非常用通信機器 携帯電話 1台 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 

計測器等 

表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（α） 1台 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 
表面汚染密度測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（β） 1台 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 
ガンマ線測定用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 1台 1 回／年 大洗研究開発ｾﾝﾀｰ内 

※：必要な食料及び飲料水は、小売店からの調達等により確保する。 

別表－６(1/2) ～ 別表－７   読み替えなし 
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別表－１０　原子力災害対策活動で使用する資料 別表－１０　原子力災害対策活動で使用する資料

※１　原災法第12条第4項に基づき、緊急事態応急対策等拠点施設に備え付けるために、内閣総理大臣に提出する資料 ※１　原災法第12条第4項に基づき、緊急事態応急対策等拠点施設に備え付けるために、内閣総理大臣に提出する資料

※２　事業所外運搬実施時に配置 ※２　事業所外運搬実施時に配置

※３　原子力事業所災害対策支援拠点（原子力科学研究所及び大洗研究開発センター） ※３　原子力事業所災害対策支援拠点（原子力科学研究所及び大洗研究所）

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

－

○

○

○

－

○

○ ○

○

－

－

－○

再処理施設
放射線管理基準

－ ○ ○ ○

機構
対策本部

支援拠点
　※３

資　　料　　名

－

－

○

－

－

－

○

現地
対策本部

○

○

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え） 理　　　　由

資　　料　　名 ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（事業者
　ブース）

ＥＲＣ
（事業者
　ブース）

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（事業者

　ブース）

ＥＲＣ
（事業者

　ブース）

機構
対策本部

支援拠点
　※３

現地
対策本部

1.組織及び
　体制に関
　する資料

原子力事業者防災業務計画
　※１

○ ○ ○ ○

核燃料物質使用施設保安規定
　※１

○ ○ ○

○ ○

○ ○
再処理施設保安規定
　※１

○

○ ○

再処理施設保安規定
　※１

○ ○ ○ ○ ○ －

○

○ －

現地対策本部構成員リスト － ○ － －

○○○

1.組織及び
　体制に関
　する資料

原子力事業者防災業務計画
　※１

○
核燃料物質使用施設保安規定
　※１

○

現地対策本部構成員リスト －

○

－ －

2.社会環境
　に関する
　資料

サイクル研究所周辺地域地図 － ○ ○ ○ ○

再処理施設工程系統図 －

○

○ ○

○ －

サイクル研究所周辺人口関係資料 －

サイクル研究所周辺地域地図

サイクル研究所施設配置図
　※１

○

サイクル研究所気象観測関連資料 －

○

－

○ ○

サイクル研究所周辺人口関係資料 － ○ ○ ○

○
2.社会環境
　に関する
　資料

－

3.放射能推
　定に関す
　る資料

サイクル研究所施設配置図
　※１

○ ○ ○ ○

再処理事業指定申請書
　※１

○ ○

○

○ ○ ○ ○

サイクル研究所気象観測関連資料 － ○ ○ ○

○

－

○ ○ ○

サイクル研究所周辺環境
モニタリング関連資料

－ ○ ○ ○

3.放射能推
　定に関す
　る資料

○ ○

○
再処理事業指定申請書
　※１

○ ○ ○

○ ○
サイクル研究所周辺環境
モニタリング関連資料

再処理施設工程系統図 － ○ ○ ○

核燃料物質使用変更許可申請書
　※１

核燃料物質使用変更許可申請書
　※１

○ ○ ○

○ ○ ○ －

○ ○ －○○

○ ○ －

○

○再処理施設制御系統図 － ○ ○ ○ 再処理施設制御系統図 － ○

再処理施設
放射線管理基準

－ ○－ ○ ○ －

○ ○ －

○

○
核燃料物質使用施設
放射線管理基準

核燃料物質使用施設
放射線管理基準

－ ○ ○ ○

主要設備の概要説明資料 － ○ ○ ○

－ ○

主要設備の概要説明資料 － ○

4.事業所外
　運搬に関
　する資料

事業所外運搬計画書
　※２

－ － － －

4.事業所外
　運搬に関
　する資料

事業所外運搬計画書
　※２

○ ○

－ －－ －－

○

○

○

○

○

－

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

組織名称変更

別表－１１ ～ 別表－１３    読み替えなし 
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別表－1４　機構本部緊急時対策室の仕様 別表－1４　機構本部緊急時対策室の仕様

組織名称変更

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え） 理　　　　由

別表－１５　原子力事業所災害対策支援拠点の候補場所 別表－１５　原子力事業所災害対策支援拠点の候補場所

読み替えなし

読み替えなし

 

1.原子力科学研究所 安全管理棟 

所在地 茨城県那珂郡東海村大字白方2番地4 

拠点からの位置 約2km 

広さ、標高 約460m2、標高 約19m 

施設構成、概要 ・鉄筋コンクリート造3階建、駐緊急時対

策室、駐車場 

・免震構造、正圧化設備、給水設備 

その他 非常用発電機、無停電電源設備 

 

2.大洗研究所 安全情報交流棟 

所在地 茨城県東茨城郡大洗町成田町4002番地 

拠点からの位置 約22km 

広さ、標高 約400m2、標高 約38m 

施設構成、概要 ・鉄筋コンクリート造2階建 

・耐震構造、設計水平震度：重要度係数 

1.25（せん断力係数Co=0.25） 

その他 非常用発電機 

 

 

本部緊急時対策室：原子力施設事態即応センター 

項目 仕様 

広さ ・面積 約310㎡ 

耐震性・耐津

波 

・免震構造 

・標高 約30ｍ 

非常用電源 ・非常用ディーゼル発電機 

燃料 ・備蓄燃料 約16800リットル（約7日分） 

通信設備 ・別表－８のとおり 

 

 

1.原子力科学研究所 安全管理棟 

所在地 茨城県那珂郡東海村大字白方2番地4 

拠点からの位置 約2km 

広さ、標高 約460m2、標高 約19m 

施設構成、概要 ・鉄筋コンクリート造3階建、駐緊急時対

策室、駐車場 

・免震構造、正圧化設備、給水設備 

その他 非常用発電機、無停電電源設備 

 

2.大洗研究開発センター 安全情報交流棟 

所在地 茨城県東茨城郡大洗町成田町4002番地 

拠点からの位置 約22km 

広さ、標高 約400m2、標高 約38m 

施設構成、概要 ・鉄筋コンクリート造2階建 

・耐震構造、設計水平震度：重要度係数 

1.25（せん断力係数Co=0.25） 

その他 非常用発電機 

 

 

本部緊急時対策室：原子力施設事態即応センター 

項目 仕様 

広さ ・面積 約310㎡ 

耐震性・耐津

波 

・免震構造 

・標高 約30ｍ 

非常用電源 ・非常用ディーゼル発電機 

燃料 ・備蓄燃料 約16800リットル（約7日分） 

通信設備 ・別表－８のとおり 

 

別表－１１ ～ 別表－１３    読み替えなし 

別表－１６ ～ 別表－１９（３）   読み替えなし 
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理　　　　由

別表－２０　原子力緊急事態支援組織（1/2） 別表－２０　原子力緊急事態支援組織（1/2）

組織名称変更

読み替え前（H30.1.22修正版） 読み替え後（H30.4.1読み替え）

 
原子力緊急事態支援組織 

１．原子力緊急事態支援組織の概要 
実施主体 国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

名 称 楢葉遠隔技術開発センター モックアップ試験施設部 

所在地 福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-22 

施設概要 楢葉遠隔技術開発センター内の以下の施設 

研究管理棟（事務室の一部他），試験棟（要素試験エリアの一部，共通エリアの一

部）及び付属建屋（資機材保管室の一部），車庫の一部，倉庫の一部等 

要員数 7 名（組織長，支援組織要員） 

２．平常時の主な業務 
資機材の集中

管理 

保有資機材（４．参照）について集中管理を行い，使用可能な状態に整備する。 

資機材の機能

向上及び拡充 

国内外の先進的資機材に係る情報を収集するとともに，保有資機材の機能向上に

係る改良措置及び新規資機材導入の検討などを行う。 

資機材操作要

員の養成訓練 

支援組織要員に対する支援活動に関する教育・訓練を行う。  

・場所  ：  国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 楢葉遠隔技術開発セ

ンター内，又はその他の訓練場所 

・頻度   ：  操作技能の習得訓練実施後，継続的に実施  

・主な内容：  遠隔操作資機材のメンテナンス，運転操作等 

 

機構内各事業所の要員に対する遠隔操作資機材操作訓練を実施する。 

・場所  ：  国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 楢葉遠隔技術開発セ

ンター内，又はその他の訓練場所 

・頻度  ：   操作技能の習得訓練実施後，技能の定着を目的とした訓練を定期

的（１回／年）に実施 

・主な内容：  遠隔操作資機材のメンテナンス，運転操作等 

原子力防災訓

練への協力 

機構内各事業所が行う原子力防災訓練に計画的に参画し，資機材の提供時の発

災事業所との連携対応と資機材輸送手段の妥当性の確認，支援対応に関する改善

事項を確認する。 

３．原子力災害発生時の原子力緊急事態支援組織の対応及び発災事業者への支援内容 
災害発生時の

連絡体制 
（24 時間 365
日ｵﾝｺｰﾙ体制） 

 

 

 

 

 

 

※発災事業所：特定事象が発生した事業所 

発災事業所※ 
（平日日中）支援組織長 

（夜間休祝日）連絡当番者 
支援組織要員 

出動 

指示 

機構対策本部長 

状況報告 

状況報告 

１０条通報・ 

支援要請 

 

支援指示 

 
原子力緊急事態支援組織 

１．原子力緊急事態支援組織の概要 
実施主体 国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

名 称 楢葉遠隔技術開発センター 

所在地 福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸 1-22 

施設概要 楢葉遠隔技術開発センター内の以下の施設 

研究管理棟（事務室の一部他），試験棟（要素試験エリアの一部，共通エリアの一

部）及び付属建屋（資機材保管室の一部），車庫の一部，倉庫の一部等 

要員数 7名（組織長，支援組織要員） 

２．平常時の主な業務 
資機材の集中

管理 

保有資機材（４．参照）について集中管理を行い，使用可能な状態に整備する。 

資機材の機能

向上及び拡充 

国内外の先進的資機材に係る情報を収集するとともに，保有資機材の機能向上に

係る改良措置及び新規資機材導入の検討などを行う。 

資機材操作要

員の養成訓練 

支援組織要員に対する支援活動に関する教育・訓練を行う。  

・場所  ：  国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 楢葉遠隔技術開発セ

ンター内，又はその他の訓練場所 

・頻度   ：  操作技能の習得訓練実施後，継続的に実施  

・主な内容：  遠隔操作資機材のメンテナンス，運転操作等 

 

機構内各事業所の要員に対する遠隔操作資機材操作訓練を実施する。 

・場所  ：  国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 楢葉遠隔技術開発セ

ンター内，又はその他の訓練場所 

・頻度  ：   操作技能の習得訓練実施後，技能の定着を目的とした訓練を定期

的（１回／年）に実施 

・主な内容：  遠隔操作資機材のメンテナンス，運転操作等 

原子力防災訓

練への協力 

機構内各事業所が行う原子力防災訓練に計画的に参画し，資機材の提供時の発

災事業所との連携対応と資機材輸送手段の妥当性の確認，支援対応に関する改善

事項を確認する。 

３．原子力災害発生時の原子力緊急事態支援組織の対応及び発災事業者への支援内容 
災害発生時の

連絡体制 
（24 時間 365
日ｵﾝｺｰﾙ体制） 

 

 

 

 

 

 

※発災事業所：特定事象が発生した事業所 

発災事業所※ 
（平日日中）支援組織長 

（夜間休祝日）連絡当番者 
支援組織要員 

出動 

指示 

機構対策本部長 

状況報告 

状況報告 

１０条通報・ 

支援要請 

 

支援指示 

別表－１６ ～ 別表－１９（３）   読み替えなし 

別表－２０（2/2）    読み替えなし 
様式１ ～ 様式１１ 読み替えなし 
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